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第 1 章 総  則 

 

第 1 条 一般社団法人日本顎関節学会（以下，「本学会」とする）は，本学会専門医等制度（以下，「専門医等制度」

とする）の施行にあたって，専門医等制度規則（以下，「規則」とする）に定めるもののほか，必要な事項に

ついては，この専門医等制度施行細則（以下，「細則」とする）に定める． 

第 2 条 本細則に定めるもののほか，専門医等認定等に関し必要な事項は別に定める． 

 

第 2 章 専門医等認定委員会 

 

第 3 条 専門医等認定委員会（以下，「認定委員会」とする）は，規則第 5 条第 2 号により，以下の業務を行う． 

1）次年度の認定医，専門医，指導医，研修機関等の認定業務に関する要項を作成する． 

2）認定医，専門医，指導医，研修機関等の認定に必要な資格について申請書類を審査し，適否を判定

する． 

3）認定医，専門医，指導医試験に合格した者を指導医，専門医，指導医として認定ならびに登録する． 

第 4 条 委員が申請者の所属する研修施設等に関連しているとき，その申請者についての審査と評価はできない

ものとする． 

第 5 条 認定委員会は，申請書類の正本を受理した日から 5 年間本学会事務局に保管する． 

第 6 条 本細則に定めるもののほか，認定医，専門医，指導医，研修機関の認定に必要な資格審査および認定方

法等については別に定める． 

 

第 3 章 専門医等試験委員会 

 

第 7 条 専門医等試験委員会（以下，「試験委員会」とする）は，規則第 5 条第 2 号により，以下の業務を行う． 

1）次年度の認定医，専門医，指導医認定試験（以下，「試験」とする）に関する要項を作成する． 

2）認定医，専門医ならびに指導医の認定に必要な筆記試験問題を作成し，試験を実施し評価する． 

3）試験委員会は試験の評価を認定委員会に答申する． 

第 8 条 試験委員会委員長は，試験委員を選出する． 

2 委員が申請者の所属する研修施設等に関連しているとき，その申請者について試験の評価はできないも

のとする． 

第 9 条 試験委員会は，試験問題と試験の答案などを試験実施日から 5 年間本学会事務局に保管する． 

第 10 条 本細則に定めるもののほか，認定医，専門医，指導医の認定に必要な試験の実施方法等については別

に定める. 



第 4 章 認定医の認定 

 

第1節 認定医の申請資格 

 

第 11条 認定医の認定を申請する者（以下，「認定医申請者」とする）の資格については，規則第 6条に定めるもの

のほか，次の各条について審査する. 

第 12条 規則第 6条第 3号に規定する研修機関における研修期間は，認定医申請者が研修施設に在籍（職）した

期間とする. 

2 前項の規定に関わらず，認定医申請者が関連研修施設に在籍（職）した期間があるときは，その在籍（職）

期間を研修期間に通算することができる． 

3 前項に該当する申請は，次に掲げる証明書を添付しなければならない． 

1）関連研修施設の機関の長が発行する在籍（職）証明書もしくは勤務期間証明書 

4 前項の規定に関わらず，認定医申請者が研修補助施設に在籍（職）した期間がある時は，その在籍（職）

期間を 6 分の 5 に換算して研修期間に通算することができる. 

5 前項に該当する申請は，次に掲げる証明書を添付しなければならない. 

1）研修補助施設の機関の長が発行する在籍（職）証明書もしくは勤務期間証明書 

2）研修補助施設の機関の長が発行する非常勤指導医の在籍（職）証明書もしくは勤務証明書 

6 認定医申請者が指導医の指示または許可を得て，研修機関以外の医療施設または外国の医療施設等

において，顎関節症に関連する診療に従事した場合は，認定委員会において審査の上，その在籍期間

を換算して研修期間に通算することができる． 

7 前項に該当する申請は，次の各号に掲げる証明書を添付しなければならない． 

1）当該医療施設において顎関節症に関連する診療に従事した旨の研修施設指導医の証明書 

2）当該医療施設の機関の長が発行する在籍（職）証明書もしくは勤務期間証明書 

第 13条 認定医申請者は，次の各号に定める項目について所定の研修実績を修めなければならない （別表 1）． 

1）学会参加；本学会が主催する学術大会へ参加し，30 単位以上を修めなければならない． 

2）研修会参加；研修補助施設に所属する場合は，本学会が主催する学術講演会（単独開催のもの）を 2

回，研修機関に所属しない場合は，同講演会を 3 回受講すること． 

第 14条 認定医申請者は，次の各号に定める項目について，所定の診療実績を修めなければならない（別表 1）． 

1）顎関節症の診療実績 20 例以上を一覧表として報告する． 

2）顎関節症の診査・診断について 30 単位以上を修め，担当症例報告書を提出する． 

ただし，顎関節症における咀嚼筋痛障害，関節円板障害はそれぞれ 6 単位以上を含むものとする． 

3）顎関節症の診断・治療において以下の(1),(2)を満たす 60 単位以上を修め，担当症例報告書を提出

する． 

(1)保存的あるいは外科的治療 

  A. 治療を終了した症例 6 単位以上 

  B. 治療を終了しさらに 3 か月以上の経過観察を行った症例 20 単位以上 

(2) 顎関節症の画像診断 

  造影，CT，MRI などを行った場合 10 単位以上 

2 前項の 2）と 3)の担当症例報告書については，指導医の証明を必要とする．なお，研修機関に所属して

いない場合は，CTあるいはMRIなどの画像診断が可能な連携施設に在籍する本学会の指導医（または

専門医）に協力を依頼する．  



   

第 2 節 認定医の認定方法 

 

（申請方法） 

第 15条 認定医申請者は，次の各号に定める申請書類に認定審査料を添えて，認定委員会に提出しなければな

らない． 

1）認定医認定申請書 

2）履歴書 

3）歯科医師または医師免許証（写） 

4）歯科医師または医師臨床研修修了登録証（写） 

5）本学会会員歴証明書 

6）研修証明書および研修機関在籍（職）証明書，なお研修補助施設にあっては研修補助施設の機関の

長が発行する非常勤指導医の在籍（職）証明書もしくは勤務証明書 

7）本学会総会・学術大会出席記録 

出席学会の参加証の写しを添付のこと． 

8）研修実績報告書 

講演受講記録あるいは修了証の写しを添付のこと． 

9）診療実績一覧表，担当症例報告書 

2 認定委員会は，必要に応じてその他の資料等の提出を求めることができる． 

（審査ならびに認定） 

第 16 条 認定医の審査は，申請書類審査と試験によって行う．  

第 17 条 認定委員会の申請書類審査により申請資格が認められた認定医申請者に対し，試験委員会は試験を行

う． 

1）試験は筆記試験とポスタープレゼンテーションにおける試問により行うものとする． 

2）試験の評価は試験委員会が行い，その結果を認定委員会に答申する． 

第 18 条 認定医としての適格性の判定は，認定委員会が行うものとする． 

2 認定医としての適格性の判定は，認定委員会委員の 3 分の 2 以上の賛成によるものとする． 

3 認定委員会は，試験委員会の答申内容を審議のうえ認定医資格を認定し，理事会に答申して承認を得

るものとする． 

（認定証の交付） 

第 19条 本学会は，所定の登録手続を完了した認定医申請者を認定医として登録し，認定医認定証を交付する． 

2 認定医認定証の有効期間は，交付の日から 5 年とする． 

 

第 5 章 専門医の認定 

 

第 1 節 専門医の申請資格 

 

第 20 条 専門医の認定を申請する者（以下，「専門医申請者」とする）の資格については，規則第 7 条に定めるも

ののほか，次の各条について審査する． 

第 21 条 規則第 7 条第 3 号に規定する研修機関における研修期間は，専門医申請者が研修施設に在籍（職）し

た期間とする． 



2 前項の規定に関わらず，専門医申請者が関連研修施設に在籍（職）した期間があるときは，その在籍（職）

期間を研修期間に通算することができる． 

3 前項に該当する申請は，次に掲げる証明書を添付しなければならない． 

1）関連研修施設の機関の長が発行する在籍（職）証明書もしくは勤務期間証明書 

4 前項の規定に関わらず，専門医申請者が研修補助施設に在籍（職）した期間がある時は，その在籍（職）

期間を 6 分の 5 に換算して研修期間に通算することができる． 

5 前項に該当する申請は，次に掲げる証明書を添付しなければならない． 

1）研修補助施設の機関の長が発行する在籍（職）証明書もしくは勤務期間証明書 

2）研修補助施設の機関の長が発行する非常勤指導医の在籍（職）証明書もしくは勤務証明書 

6 専門医申請者が，指導医の指示または許可を得て，研修機関以外の医療施設または外国の医療施設等

において，顎関節症に関連する診療に従事した場合は，認定委員会において審査の上，その在籍期間

を換算して，研修期間に通算することができる． 

7 前項に該当する申請は，次の各号に掲げる証明書を添付しなければならない． 

1）当該医療施設において顎関節症に関連する診療に従事した旨の研修施設指導医の証明書 

2）当該医療施設の機関の長が発行する在籍（職）証明書もしくは勤務期間証明書 

第 22 条 専門医申請者は，次の各号に定める項目について，所定の研修実績を修めなければならない（別表 2）． 

1）学会参加・発表；本学会またはその他の学会が主催する学術大会へ参加あるいは発表し，50 単位以上

を修めなければならない． 

(1)本学会学術大会に参加すること 20 単位以上 

(2)本学会学術大会において演者として発表をすること 10 単位以上 

2）研修会参加；本学会が主催する講演等を聴講し 20 単位以上を修めなければならない．ただし，本学会

が主催する学術講演会（単独開催）に 1 回以上参加しなければならない． 

その中に医療倫理・医療安全の研修を含むものとする．なお，研修機関が企画した医療倫理・医療安

全研修会への参加も認める． 

第 23条 専門医申請者は，次の各号に定める項目について，所定の診療実績を修めなければならない（別表 2）． 

1）顎関節症に関連する診療実績 100 例以上を一覧表として報告する． 

2）顎関節症に関連する診査・診断について 50 単位以上を修め，担当症例報告書を提出する． 

ただし，顎関節症の病態分類における咀嚼筋痛障害，顎関節痛障害，顎関節円板障害，変形性顎関

節症の内，咀嚼筋痛障害，顎関節円板障害，変形性顎関節症の各病態は 10 単位以上を含むものとす

る． 

3）顎関節症に関連する診断・治療において 100 単位以上を修め，担当症例報告書を提出する． 

(1)保存的あるいは外科的治療 

     A. 治療を終了した症例 20 単位以上 

     B. 治療を終了しさらに 1 年以上の経過観察を行った症例 40 単位以上 

(2) 顎関節症に関連する画像診断 （造影，CT，MRI など）を行った場合 20 単位以上 

2 規則第 7条第 4号に規定する診療実績一覧表，担当症例報告書については，指導医の証明を必要とす

る． 

第 24 条 専門医申請者は，次に定める論文業績を有していなければならない（別表 2）． 

1）顎関節症に関連する学術論文が 3 編以上（あるいは，20 単位以上）あること．ただし，筆頭著者として

日本顎関節学会雑誌掲載論文 1 編を含むものとする． 

 



第 2 節 専門医の認定方法 

 

（申請方法） 

第 25 条 専門医申請者は，次の各号に定める申請書類に認定審査料を添えて，認定委員会に提出しなければな

らない． 

1）専門医認定申請書 

2 名の指導医が署名，捺印すること. 

2）履歴書 

3）歯科医師または医師免許証（写） 

4）歯科医師または医師臨床研修修了登録証（写） 

5）本学会会員歴証明書 

6）研修証明書および研修機関在籍（職）証明書，なお研修補助施設にあっては研修補助施設の機関の

長が発行する非常勤指導医の在籍（職）証明書もしくは勤務証明書 

7）本学会総会・学術大会およびその他学会の学術大会出席記録 

出席学会の参加証の写しを添付のこと. 

8）研修実績報告書 

講演受講記録あるいは修了証の写しを添付のこと. 

9）診療実績一覧表，担当症例報告書 

10）論文業績目録および業績 

2 認定委員会は必要に応じてその他の資料等の提出を求めることができる． 

（審査ならびに認定） 

第 26 条 専門医の審査は申請書類審査および試験によって行う． 

第 27 条 認定委員会の申請書類審査により申請資格が認められた専門医申請者に対し，試験委員会は試験を行

う． 

1）試験は筆記試験および口頭試問により行うものとする． 

2）試験の評価は試験委員会が行い，その結果を認定委員会に答申する． 

第 28 条 専門医としての適格性の判定は，認定委員会が行うものとする． 

2 専門医としての適格性の判定は，認定委員会委員の 3 分の 2 以上の賛成によるものとする． 

3 認定委員会は，試験委員会の答申内容を審議のうえ専門医資格を認定し，理事会に答申して承認を得

るものとする． 

（認定証の交付） 

第 29条 本学会は，所定の登録手続を完了した専門医申請者を専門医として登録し，専門医認定証を交付する． 

2 専門医認定証の有効期間は，交付の日から 5 年とする． 

 

 

第 6 章 指導医の認定 

 

第 1 節 指導医の申請資格 

 

第 30 条 指導医の認定を申請する者（以下，「指導医申請者」とする）の資格については，規則第 8 条に定めるも

ののほか，次の各条について審査する． 



第 31 条 指導医申請者は，次の各号に掲げる資格のいずれかを要する． 

1）大学病院等で顎関節症に関連する診療を担当する診療科または診療部門の長である者. 

2）研修機関等において専門医として通算 5 年以上にわたり顎関節症に関連する診療に従事している者. 

3）研修機関等以外の病院または診療所において専門医として通算 7年以上にわたり顎関節症に関連す

る診療に従事している者. 

第 32 条 前条第 2 号に規定する「通算 5 年以上」は，指導医申請者が研修機関に在籍（職）した期間とする． 

2 前項の「在職した期間」とは，週 3 日以上の勤務をいう．なお，週 3 日未満 1 日以上の勤務は，その年限

の 2 分の 1 を在職した期間とする． 

3 前項の規定に関わらず，指導医申請者が関連研修施設に在籍（職）した期間があるときは，その在籍（職）

期間を研修補助施設研修期間に通算することができる． 

4 前項に該当する申請は，関連研修施設長が発行する在籍（職）証明書もしくは勤務期間証明書を添付し

なければならない． 

5 前項の規定に関わらず，指導医申請者が研修補助施設に在籍（職）した期間があるときは，その在籍（職）

期間を 2 分の 1 に換算して研修期間に通算することができる． 

6 前項に該当する申請は，研修補助施設長が発行する在籍（職）証明書もしくは勤務証明書を添付しなけ

ればならない． 

7 指導医申請者が，研修機関以外の医療施設または外国の医療施設において，顎関節症に関連する診

療に従事した場合は，認定委員会において審査の上，研修期間に通算することができる． 

8 前項に該当する申請は，第 21 条第 5 項に準じた証明書を添付しなければならない． 

第 33 条 指導医申請者は，申請前の 3 年間において，次の各号に定める項目について，所定の研修実績を修め

なければならない（別表 2）． 

1）学会参加・発表；本学会またはその他の学会が主催する学術大会へ参加あるいは発表し， 30 単位以

上を修めなければならない． 

(1)本学会学術大会に参加すること 20 単位以上 

(2)顎関節症に関連する口頭発表をすること 10 単位以上 

2）研修会参加；本学会が認定する生涯研修会に参加し 10 単位以上を修めなければならない． 

第 34 条 指導医申請者は，顎関節症に関連する診療実績，年間 100 例以上を修めなければならない． 

第 35 条 指導医申請者は，申請時に，次に定められた論文業績を有していなければならない（別表 2）． 

1）顎関節症に関連する学術論文が 10 編以上（あるいは，60 単位以上）あること. 

なお，総説，著書等の発表も，30 単位まで論文業績として認める． 

 

第 2 節 指導医の認定方法 

 

（申請方法） 

第 36 条 指導医申請者は，次の各号に定める申請書類に認定審査料を添えて，認定委員会に提出しなければな

らない． 

1）指導医認定申請書 

2）履歴書 

3）本学会専門医認定証（写） 

4）研修機関在籍（職）証明書，なお研修補助施設にあっては研修補助施設の機関の長が発行する非常

勤指導医の在籍（職）証明書もしくは勤務証明書 



5）本学会 10 年間継続会員証明書 

6）研修実績報告書 

7）診療実績一覧（申請前 1 年間） 

8）論文業績目録および業績 

2 認定委員会は，必要に応じてその他の資料等の提出を求めることができる. 

（審査ならびに認定） 

第 37 条 指導医の審査は，認定委員会が申請書類審査と筆記試験および口頭試問によって行うものとする. 

第 38 条 認定委員会は書類審査により申請資格が認められた指導医申請者に対し，筆記試験および口頭試問を

行う. 

1）筆記試験および口頭試問は，良識ある人格を有する指導医としての抱負を問う. 

2）試験の評価は，試験委員会が行い，その結果を認定委員会に答申する．指導医の資格審査.ならび

に認定方法等については別に定める. 

第 39 条 指導医としての適格性の判定は，認定委員会が行うものとする. 

2 指導医としての適格性の判定は，認定委員会委員の 3 分の 2 以上の賛成によるものとする. 

3 認定委員会は，審議のうえ指導医を認定し，理事会に答申して承認を得るものとする. 

（認定証の交付） 

第 40 条 本学会は，所定の登録手続を完了した指導医申請者を指導医として登録し，指導医認定証を交付する. 

2 指導医認定証の有効期間は，交付の日から 5 年とする. 

 

第 7 章 研修機関（研修施設，関連研修施設および研修補助施設）の認定 

 

第 1 節 研修機関（研修施設，関連研修施設および研修補助施設）の申請資格 

 

第 41条 研修機関の認定を申請する施設の資格については，規則第 12条に定めるもののほか，次の各条につい

て審査する． 

第 42 条 研修機関は，研修の実施に必要な設備を有していなければならない． 

2 研修施設は歯科用 X 線撮影装置，パノラマ X 線撮影装置のほかに CT あるいはMRI等の断層撮影可

能な画像診断装置 1 台以上を有していなければならない． 

3 関連研修施設あるいは研修補助施設は歯科用 X 線撮影装置およびパノラマ X 線撮影装置等の画像診

断装置を有していなければならない．また，認定医および専門医カリキュラムを網羅的に実施するために

CT あるいは MRI の撮像できる連携医療機関を有していなければならない． 

第 43 条 研修機関においては研修プログラムに則り，セミナーや症例検討会、医療安全・感染管理の講習会など

の教育行事が定期的に開催されていなければならない． 

第 44 条 研修機関は，以下に定める年間診療実績を有していなければならない． 

1）研修施設は，顎関節症に関連する症例は 300 例以上であること． 

2）関連研修施設あるいは研修補助施設は，顎関節症に関連する症例は 200 例以上であること． 

第 45条 関連研修施設の認定を申請する施設の資格については，規則第 12条第 1，2，3，5号に定めるもののほ

か，次の各号について審査する． 

1）関連研修施設は，研修施設と連携して研修を実施できること. 

2）関連研修施設は，連携する研修施設の設備ならびに図書を利用できること. 

 



第 2 節 研修機関（研修施設，関連研修施設および研修補助施設）の認定方法 

 

（研修機関の申請方法） 

第 46 条 申請施設の代表者は，次の各号に定める申請書類に認定審査料を添えて，認定委員会に提出しなけれ

ばならない． 

1）研修機関認定申請書 

2）研修機関内容証明書（機関の設備・所蔵図書記載用紙） 

3）指導医の勤務証明書および本学会指導医認定証（写），なお研修補助施設にあっては研修補助施設

の機関の長が発行する本学会正会員および非常勤指導医の在籍（職）証明書もしくは勤務証明書 

4）教育・研修指導に関する業績目録（最近 2 年） 

5）最近 1 年間の診療実績報告書 

6）最近 1 年間の顎関節画像診断実績報告書 

2 認定委員会は，必要に応じてその他の資料等の提出を求めることができる． 

（審査ならびに認定） 

第 47 条 申請施設の資格審査は認定委員会が書類審査により行う． 

第 48 条 研修機関（研修施設ならびに関連研修施設）としての適格性の判定は，認定委員会が行う． 

2 適格性の判定は認定委員会委員の 3 分の 2 以上の賛成によるものとする． 

3 認定委員会は審査内容を審議のうえ施設資格を認定し，その結果を理事会に答申する． 

4 常勤指導医または常勤暫定指導医が 1 名の研修機関において，指導医または暫定指導医の異動が生

じた場合は，直ちに認定委員会に届け出なければならない． 

5 研修機関に変更があった場合は，直ちに認定委員会に届け出なければならない． 

（認定証の交付） 

第 49 条 本学会は，所定の登録手続を完了した申請施設を研修施設，関連研修施設および研修補助施設として

登録し，認定証を交付する． 

2 認定証の有効期間は，交付の日から 5 年とする． 

 

第 8 章 資格の更新 

 

第 1 節 資格更新の申請方法 

 

第 50 条 認定医，専門医，指導医の資格更新を申請する者は，次の各号に定める申請書類に更新審査料を添え

て認定委員会に提出しなければならない． 

1）資格更新申請書 

2）履歴書 

3）最近 5 年間の研修実績報告書 

4）最近 5 年間の診療実績報告書 

5）認定証 

2 指導医の資格更新申請は，研修指導実績報告書を提出しなければならない． 

第 51 条 研修機関（研修施設，関連研修施設および研修補助施設）の資格更新を申請する者は，次の各号に定

める申請書類に更新審査料を添えて認定委員会に提出しなければならない． 

1）研修機関資格更新申請書 



2）指導医または暫定指導医の勤務証明書，および研修補助施設にあっては研修補助施設の機関の長

が発行する本学会正会員および非常勤指導医または非常勤暫定指導医の在籍（職）証明書もしくは

勤務証明書 

3）研修機関内容説明書 

4）最近 5 年間の教育・研修指導実績報告書 

5）最近 5 年間の診療実績報告書 

6）認定証 

 

第 2 節 資格更新の審査ならびに認定方法 

 

第 52 条 資格更新の審査は，認定委員会が申請書類により行う．適格性の判定は，認定委員会委員の 3 分の 2

以上の賛成によるものとし，理事会に答申し承認を得るものとする． 

第 53 条 所定の更新手続を完了した申請者は，本学会が認定する認定医，専門医，指導医，研修機関（研修施

設，関連研修施設および研修補助施設）として引続き登録され，認定証を交付される． 

 

第 3 節 資格更新の要件 

 

第 54 条 認定医の資格更新の要件は，次の各号を満たすものとする（別表 1）． 

1）学会参加・発表；更新前の 5 年間で，本学会またはその他の学会が開催する学術大会へ参加あるい

は発表（口頭発表，誌上発表を問わない）し，50 単位以上を修めなければならない． 

2）研修会参加；更新前の 5年間で，研修機関に所属する場合は，認定医資格申請および更新の研修単

位基準の別表 1 に定める生涯研修会「本学会主催の学術講演会（単独開催のもの）」を 3 回受講しな

ければならない．研修機関に所属しない場合は同講演会を 4 回受講しなければならない． 

第 55 条 専門医，指導医の資格更新の要件は，次の各号を満たすものとする（別表 2）． 

1）学会参加・発表；更新前の 5年間で，本学会またはその他の学会が開催する学術大会へ参加あるいは

発表（口頭発表，誌上発表を問わない）し，50 単位以上を修めなければならない． 

2）研修会参加；更新前の5年間で，本学会が主催または認定する講演等の生涯研修会に参加し 20単位

以上を修めなければならない．なお，本学会が主催する学術講演会（単独開催）に 1 回以上参加しな

ければならない． 

3）顎関節症に関連する診療実績は年間 100 例以上でなければならない． 

4）なお，指導医であって指導医の資格更新の申請時に満 60 歳を超えた者は，指導医の更新を要しな

い． 

第 56条 研修機関（研修施設，関連研修施設および研修補助施設）の資格更新の要件は，本細則第 41条，第 42

条，第 43 条，第 44 条，第 45 条を満たすものとする． 

 

第 4 節 資格更新の保留 

 

第 57 条 資格更新を申請予定の者が，所定の期間内に必要な要件を満たすことができなかったときには， 認定

委員会へ資格更新保留申請書を提出し，許可を受けなければならない． 

2 前項の保留申請が許可されたとき，その保留期間は 1 年とするが，認定委員会が認めたときは延長する

ことができる． 



第 9 章 補  則 

 

第 58 条 この細則は，平成 20 年 7 月 25 日から施行する． 

第 59 条 認定審査料，登録料，更新審査料等の金額は別に定める． 

第 60 条 この細則の改定は，専門医等認定委員会および理事会の議を経て，社員総会の承認を得なければなら

ない． 

第 61条 有限責任中間法人日本顎関節学会は平成 20年 12月 1日以降，一般社団法人日本顎関節学会と読み

替えるものとする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表 1 認定医資格申請および更新の研修単位基準 

１ 学会参加・発表 

1) 学会参加【学会参加証を必要とする】 

本学会学術大会（総会）      10 単位/1 回 

国際学会学術大会               10 単位/1 回 

その他学会学術大会（総会・地方会）        5 単位/1 回 

2) 学会発表 

演者                     10 単位/1 回 

共同演者                       5 単位/1 回 

２ 生涯研修会【修了証を必要とする】 

本学会主催の学術講演会（単独開催のもの）        5 単位/1 回 

その他認定委員会が認めた本学会学術大会時の講演      5 単位/1 回 

３ 論文 

本邦学会雑誌論文（和文） 

筆頭著者       10 単位/1 編 

共同著者          5 単位/1 編 

国際学会雑誌論文（英文） 

筆頭著者       15 単位/1 編 

共同著者          5 単位/1 編 

総説，著書 

筆頭著者                                10 単位/1 編 

４ 診療 

1) 診察・検査 

診察・検査した症例         2 単位/1 例 

顎口腔機能検査         2 単位/1 例 

顎関節症の画像診断 

造影，CT，MRI などを行った場合        4 単位/1 例 

2) 診断・治療 

治療を終了した症例        2 単位/1 例 

治療を終了しさらに 3 カ月以上の経過観察を行った症例  10 単位/1 例 

   加算点数（更新の際に適用する） 

顎口腔機能検査                  4 単位/1 例 

顎関節症の画像診断 

  造影，CT，MRI などを行った場合     8 単位/1 例 

 

註１．その他認定委員会が認めた本学会学術大会時の講演には，指導医講習会および学術大会における教育・

学術講演，セミナー，認定医ポスタープレゼンテーション等が含まれる． 

註２．顎関節症についての発表には，演題発表，講演発表，シンポジストおよびシンポジウム司会等が含まれる． 

註３．論文は査読制度を有する学会雑誌に掲載された原著，報告等とする． 

 

 



別表 2 専門医・指導医資格申請および更新の研修単位基準 

1 学会参加・発表 

1）学会参加【学会参加証を必要とする】 

本学会学術大会（総会）      10 単位/1 回 

国際学会学術大会 注１      10 単位/1 回 

その他学会学術大会（総会・地方会）     5 単位/1 回 

2）学会発表 注２ 

演者        10 単位/1 回 

共同演者        5 単位/1 回 

2 生涯研修会【修了証を必要とする】 注 3 

本学会および国際学会主催の講演等      5 単位/1 回 

研修機関が主催する講演等      2 単位/1 回 

3 論文 注４ 

本邦学会雑誌論文（和文） 

筆頭著者       10 単位/1 編 

共同著者        5 単位/1 編 

国際学会雑誌論文（英文） 

筆頭著者       15 単位/1 編 

共同著者        5 単位/1 編 

総説・著書（学会編纂を原則とし，個々に判断する） 

筆頭著者       10 単位/1 編 

共著者        5 単位/1 編 

4 診療 

1）診査・診断 

診査・診断した症例       2 単位/1 例 

顎関節症に関連する画像診断 (造影，CT，MRI など)を行った場合  4 単位/1 例 

2）診断・治療 

治療を終了した症例        2 単位/1 例 

顎関節症に関連する画像診断 

断層，造影，CT，MRI などを行った場合     6 単位/1 例 

治療を終了しさらに 1 年以上の経過観察を行った症例   10 単位/1 例 

顎関節症に関連する画像診断(造影，CT，MRI など)を行った場合  14 単位/1 例 

 

注 1. 国際学会とは，現段階で姉妹提携をしている韓国，中国，フィリピンを含むアジア顎関節学会，および専門医

等認定委員会が認定する国際学会を対象とする. 

注２. 顎関節症に関連する発表には，演題発表，講演発表，シンポジストおよびシンポジウム司会等が含まれる. 

注３. 生涯研修会には，本学会が主催する学術講演会および指導医講習会，学術大会における教育・学術講演，

セミナー，認定医ポスタープレゼンテーション等が含まれる．また，その他の学会（アジア顎関節学会，AAOP，

AACMD，EACMDなどの国際学会）が主催するもののうち本学会が認定する顎関節症に関連する講演，シ

ンポジウム，セミナー等の聴講も研修単位として認める．さらに，研修機関またはその所属する施設が主催す

る医療倫理・医療安全ならびに顎関節症に関連する講演等の聴講も単位として認める． 



注 4. 論文は査読制度を有する学会雑誌に掲載された原著，報告等とする．なお，指導医の申請および更新おい

ては筆頭著者の総説，著書を論文業績として認める． 

 

表 指定する関連学会 

 

公益社団法人 日本口腔外科学会 

公益社団法人 日本補綴歯科学会 

公益社団法人 日本矯正歯科学会 

特定非営利活動法人 日本歯科放射線学会 

一般社団法人 日本小児歯科学会 

一般社団法人 日本歯科麻酔学会 

一般社団法人 日本歯科薬物療法学会 

一般社団法人 日本老年歯科医学会 

日本顎口腔機能学会 

日本口腔顔面痛学会 

特定非営利活動法人 日本顎咬合学会 

特定非営利活動法人 日本顎変形症学会 

一般社団法人 日本有病者歯科医療学会 

特定非営利活動法人 日本臨床口腔病理学会 

一般社団法人 日本口蓋裂学会 

一般社団法人 日本障害者歯科学会 

一般社団法人 日本心身医学会 

日本歯科心身医学会 

一般社団法人 日本顎顔面補綴学会 

一般社団法人日本スポーツ歯科医学会 

日本口腔診断学会 

一般社団法人 日本口腔腫瘍学会 

日本口腔感染症学会 

日本口腔リハビリテーション学会 

公益社団法人 日本口腔インプラント学会 

公益社団法人 日本顎顔面インプラント学会 

日本小児口腔外科学会 

日本レーザー歯学会 

日本口腔顎顔面外傷学会 

日本口腔内科学会 

歯科基礎医学会 

日本歯科医学会 

日本医学会 

特定非営利活動法人 日本口腔科学会 

公益社団法人 日本整形外科学会 

日本睡眠学会 



日本骨代謝学会 

日本軟骨代謝学会 

一般社団法人 日本再生医療学会 

各大学主催の学術集会 

国際学会およびその関連学会 注 1） 

 

注 1）  Asian Academic Congress for TMJ（アジア顎関節学会） 

AAOP（the American Academy of Orofacial Pain） 

AACMD（Asian Academy of Craniomandibular Disorders） 

EACMD（European Academy of Craniomandibular Disorders） 

その他，専門医等認定委員会が認定する国際学会 

 

注 2） 上記に記載されていない学会雑誌については，論文および発表内容を専門医等認定委員会が検証し，妥

当と認証された場合は認める場合がある．一方，指定する関連学会であっても，論文および発表内容に問

題がある場合は専門医等認定委員会の議を経て認めない場合もある． 


